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第１０回世界閉鎖性海域環境保全会議（EMECS10）に参加して 

鈴鹿水産研究室 国分秀樹 

 

2013 年 10 月 30 日から 11 月 3 日にトルコ共和国ムーラ県マルマリス市において，第

10 回世界閉鎖性海域環境保全会議が開催されました．その国際会議に参加し，英虞湾の

沿岸遊休地の干潟再生に関する研究成果を発表してきました． 

この会議は、閉鎖性海域の環境保全と適正利用を目指し、全世界から研究者、市民、

行政関係者、事業者等が幅広く参集し，開催される国際会議です．会議の開催されたマ

ルマリス市は、閉鎖性海域である地中海の湾奥部に面した都市であり､陸域と海域の自然

を保全することで美しい景観を保つ一方，環境に配慮した開発を行うことで経済的便益

を享受しようと努力しています．また MEDCOAST とよばれる地中海沿岸域の環境保全

を行う財団の本部がある世界的にも有名な場所です．  

今回の会議の中では，日本古来の沿岸管理手法である「里海」を広く世界に普及する

ため，「里海」特別セッションが設けられました．里海とは，人が自然を保全しながら適

度に活用することで，

漁業などの生産性や

生物多様性が高くな

る海のことをいいま

す．里海の概念の提唱

者である九州大学柳

哲雄教授と広島大学

松田治名誉教授も参

加され，  

この概念について広

く議論されました．そ

の特別セッションに

英虞湾の取り組みが

先進事例の一つとし

て取り上げられまし

た．あわせて，協力体

制にある志摩市の新

しい里海創生の取り

組みについても紹介

されました． 

発表内容は、かつて

は干潟であり，今は使

われていない遊休地

に再び海水を導入し

て干潟を再生する技

会議の名称 第10回世界閉鎖性海域環境保全会議

会議のテーマ
統合的沿岸管理（ I CM） に関するグローバ
ル・ コ ングレス【 教訓から 新たな挑戦へ】

発表内容
新し い里海の創生に向けた英虞湾における市
民参加型の沿岸遊休地の干潟再生

日時 2013年10月30日(月)～11月3日（ 金）

場所 ト ルコ 共和国ムーラ 県マルマリ ス市

参加者 40カ国 約350名
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術と，地域住民との協力体制について報告しました．この成果は，地域住民と地域行政

が連携しつつ，豊かな「里海」を取り戻す日本でも数少ない重要な事例であるとして，

会議の中で取り上げられ，高く評価されました。また、地元志摩市の総合計画に取り上

げられ，政策展開にもつながっていることから，参考としたいとの声が多く寄せられま

した。この会議の中では，同様の問題を抱える世界各地の海域の事例が報告され，抱え

る課題について議論されました．共通する課題としては，これまで約 30 年の間，世界的

に陸域から流入する窒素やリン等の流入負荷の規制により，水質は徐々に改善されてき

ましたが，生物が増えてこないことです．生物を増やすためには，負荷の削減とあわせ

て，干潟や藻場などの生物の生息場を増

やしていくことが重要であると提言さ

れました．また，海域の環境再生を進め

るためには，陸域と海域を含めた流域全

体で取り組む必要があり，人も同様に，

多様な分野の方々が，その海域のビジョ

ンを共有して進めないといけないとい

う（統合的沿岸域管理）の重要性が提言

されました． 

ちょうど時を同じくして，トルコのイス

タンブールでは，日本の技術支援のもと，

ボスポラス海峡トンネルが開通し，安倍

首相をはじめ多くの関係者が記念式典

に参加されていました．このようなトル

コと日本との友好関係に我々の海域環

境保全の取り組みも加われればと強く

思いました．この会議において行われた

議論やネットワークは、三重県における

今後の海域環境再生に役立つものであ

り，どんどん取り入れていきたいと考え

ています。 

里

                      海セッションでの成果の発表  

 

参考 URL 

英虞湾の干潟再生の取り組み：http://www.mpstpc.pref.mie.lg.jp/SUI/jissousien/jisso kai.htm 
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第５回水産フォーラムを開催します 

企画・資源利用研究課 水野知巳 

 

県内の水産系研究機関が連携し、12 月 13 日土曜日に三重県総合博物館（MieMu）で水

産フォーラムを開催します。詳しくは、以下をご覧ください。 
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三重県のマハタ養殖－技術開発から普及まで－ 

 
尾鷲水産研究室 宮本敦史 

 

はじめに 

三重県では鳥羽市から熊野

市までの沿岸海域で魚類養殖

が行われています。年間生産

額は約 70 億円（平成 24 年）

であり、大きな産業が少ない

この地域では主要な産業のひ

とつとして位置づけられてい

ます。三重県の魚類養殖は小規模な個人経営が多いことが特徴であり、その多くはマダイ

を主体とした養殖を営んでいますが、マダイの単価は大きく変動し、時には生産コストを

下回る単価が長く続くこともあり、養殖経営を圧迫してきました。マダイ養殖のみでは安

定した養殖経営が難しく、経営安定に資する養殖魚種の開発が望まれたことから、三重県

では美味で単価が高く、成長が良いマハタを新たな養殖対象種にするべく、平成 8 年から

種苗生産および養殖の技術開発に着手しました。  

 

種苗生産技術開発 

種苗生産の過程において、①雄親魚の確保（マハタは雌から雄に性転換する魚で、大型

になるまで雄に性転換しない）、②ふ化直後の仔魚に適合するエサの確保、③大量死を引き

起こすウイルス性神経壊死症（VNN）対策の 3 点が大きな課題でしたが、長年の研究によ

りこれらをクリアする技術開発に成功し、平成 23 年までに三重県尾鷲栽培漁業センター

（尾鷲栽セ）に種苗生産技術を移転することができました。  

 

養殖技術開発 

種苗生産技術開発と並行して、養殖技術開発にも取り組みました。得られた成果は｢マハ

タ養殖マニュアル｣としてとりまとめるとともに、各地で勉強会を開催して技術の普及に取

り組みました。マハタはマダイと同じ飼育施設、エサを使用して養殖ができ、出荷までの

飼育期間もマダイとほぼ同じであるにもかかわらず、マダイの約 2 倍の単価で販売でき、

発生する魚病種類もマダイに比べ格段に少ないことがメリットです。一方、養殖過程にお

いても VNN が発生し、時には死亡率が 50％を上回る大量死が起こることから、VNN 対策

がマハタ養殖における最大の課題として残されていました。ウイルス病である VNN は薬

剤による治療は困難で、ワクチンによる予防が唯一の対策として考えられました。そこで、

三重県では愛媛県、水産総合研究センター、広島大学、製薬メーカーと共同研究を行い、

ワクチンにより VNN が予防できることを明らかにしました。この研究成果をもとに平成

24 年に VNN 予防ワクチンが発売されました。同年以降、尾鷲栽セで生産されたマハタ種

苗は全てワクチンが接種され、最大の課題であった VNN 対策が実現しました。 

 

現場レポート現場レポート
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マハタ養殖の現状と今後の動向 

マハタ種苗生産量は、尾鷲栽セに技術移転し

た平成 23 年以降、毎年 10 万尾以上で安定して

おり、今年は過去最高となるおよそ 18 万尾が県

内の養殖業者 27 件へ配布されました。マハタの

養殖生産量に関する統計資料は存在しませんが、

種苗生産に関する統計資料によると養殖用マハ

タ種苗の県別生産量は三重県が第 1 位であり、

他県の種苗生産量と併せて考えると、三重県の

養殖マハタ生産量は全国第 1 位であると考えら

れます。他県の動向をみると、魚類養殖で圧倒的な全国シェアを有する愛媛県がマハタ養

殖に取り組んでいるほか、今年からマハタ養殖研究に着手した県もあり、養殖対象種とし

て注目度は高まっているように思われます。  

では三重県のマハタ養殖は今後どのように推移するでしょうか。先日、マハタを養殖す

る業者の方から「マダイが安い今、マハタがあって本当に助かっている」と声をかけてい

ただきました。また、今年のマハタ種苗の需要は過去最高を記録しました。これらのこと

から、マダイの単価が下落する局面ではマハタ養殖は拡大基調で推移すると推測されます。

マダイの単価が安定していたこの数年間においても種苗の需要は堅調でしたので、当面は

年間 10 万尾以上の規模で養殖されると見込まれます。しかし、種苗の大幅な増産は難しく、

しばらくは種苗供給量によって養殖生産量が制限される状況が続きそうです。  

生産量が増えると販売先の確保も必要です。養殖開始当初は知名度の低さが懸念されま

したが、県内最大の養殖マハタ生産地である尾鷲で「おわせマハタ」ブランドが展開され

るなど、関係者による宣伝活動の効果もあり、順調に出荷されています。今年は数量限定

ですが大手回転寿司チェーンで取り扱われ、全国で三重県産養殖マハタを使った寿司が提

供されました。 

水産研究所では、今後も種苗生産の安定化や効

率化につながる技術開発を通じて、本県のマハタ

養殖の発展を支援していきたいと考えています。  
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24％と志摩度会海域が高い割合を占めていま

した（表 2）。過去 20 年間（平成 6 年～25

年）の平均値は、伊勢湾では 11 件で県全域の

約 38％、志摩度会海域では 12 件で約 41％、

熊野灘北部では 6件で約 21％であるのと比べ

ると、伊勢湾や熊野灘北部での発生回数が少

なく、志摩度会海域では平年並みに赤潮が発

生したため、県全体の赤潮発生件数に占める

志摩度会海域の割合が高くなった年でした。 

今年発生した赤潮による被害としては、1

月に伊勢湾や鳥羽で発生した Skeletonema 赤

潮により養殖しているクロノリの色が悪くな

ってしまったことが挙げられます。三重県で

はかつては、この種の赤潮による漁業被害が

しばしば見られていましたが，平成 20 年以降

は被害が出ない年が続いていました。 

他に有害な種の赤潮も発生しましたが、被

害は出ませんでした。赤潮を構成した回数の

多いプランクトンは Karenia mikimotoi（阿

曽浦 2 件，英虞湾，五ヶ所湾）と Heterocapsa 

circularisquama（英虞湾 2件，阿曽浦 2件）

で、どちらも 4 回赤潮を構成していました

（表 3）。これらは魚介類を殺すことがあ

る有害な種類であり、Kareniai 赤潮は特に

魚に有害で、Heterocapsa 赤潮は特に二枚

貝に有害であり、三重県でも過去に何度も

被害を出しています。平成 24 年、25 年に発

生した Chattonella 赤潮は、本年には発生

しませんでした。Chattonella 族は特に有

害な種類であり、H. circularisquama、K. mikimotoi および Chattonella 族の複合赤

潮が平成 24 年に発生した時には真珠養殖に使われるアコヤガイが死ぬという被害が出

ています。 

赤潮の発生関する情報は、三重県水産研究所で調査したもの以外に、沿岸の各市町や海

上保安部といった公共の機関、関連企業、そして漁業協同組合や漁業者自身等から集めら

れたものです。このように、複数の機関が協力し合うことで、三重県全域での赤潮発生の

監視を行うと共に、それらの情報を三重県水産研究所が取りまとめ、漁業協同組合等の関

係機関を通じて漁業者に伝えることで、漁業被害が出ないように努めています。 

 

年 伊勢湾 志摩度会 熊野灘北部 県全体

平成  6年 15 13 14 42

平成  7年 18 8 8 34

平成  8年 1 12 5 18

平成  9年 14 11 4 29

平成10年 17 3 9 29

平成11年 10 11 5 26

平成12年 8 17 5 30

平成13年 11 6 8 25

平成14年 10 16 6 32

平成15年 16 8 4 28

平成16年 17 18 8 43

平成17年 17 19 7 43

平成18年 6 14 2 22

平成19年 11 9 2 22

平成20年 4 8 5 17

平成21年 9 10 4 23

平成22年 12 10 1 23

平成23年 3 10 7 20

平成24年 9 12 2 23

平成25年 3 15 7 25

平成26年
（10月まで）

2 11 4 17

平均※ 11 12 6 28

表 2 年別赤潮発生件数 

順位 赤潮構成種名
件数

1 Heterocapsa circularisquama 4

1 Karenia mikimotoi 4

3 Ceratium furuca 3

4 Noctiluca scintillans 2

4 Prorocentrum sp. aff. dentatum 2

4 Heterosigma akashiｗo 2

4 Skeletonema ｓｐｐ. 2

8 Akashiwo sanguinea 1

8 Prorocenrtum minimum 1

合計 21

 注）複合赤潮は、構成種ごとに各1件として計数。

表 3 赤潮構成種別発生件数（1～10 月

期） 
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蓄養中のアワビのへい死の状況と防止対策 

 
水産資源育成研究課  松田 浩一 

 

海女漁業の最も重要な漁獲対象であるアワ

ビ（図 1）。そのアワビの三重県における漁獲

量は、近年は大きく減少しており、平成 24

年のアワビ漁獲量は 49 トンと、過去 30 年で

最も漁獲が多かった昭和 61 年の 457 トンの

1/10 程度しかありません。アワビ資源を少し

でも回復させるために水産研究所では、アワ

ビ人工種苗の放流技術の向上や、コンクリー

ト板を用いた放流漁場の試験造成（現場ニュ

ースを参照してください）などの取り組みを

進めています。 

漁獲されるアワビに関するもう 1 つの問題

点として、蓄養中のへい死があり、へい死率

は時として数十％にも及ぶ場合があります。アワビは高水温に弱いことから水温が高い夏

季にへい死が多い傾向がありそうですが、へい死の多い時期が調査されたことはなく、実

際にところはよく分かっていません。また、アワビが蓄養中にへい死する原因も明らかに

なっていません。アワビは高価な水産物ですので、蓄養中にへい死が発生すると仲買業者

にとっては大きな痛手となります。このため、多くの仲買業者は水温を冷却してアワビを

蓄養しており、この冷却水での蓄養はへい死防止には効果があるようですが、冷却水温は

業者によってまちまちであり、15℃～18℃（6 事業者に対する聞き取り調査による）と幅

があります。夏季に蓄養海水を冷却するにはコストがかかりますし、水温を低くすればす

るほどコストは大きくなります。また、蓄養海水を冷却する期間を長く設定した場合もコ

ストが大きくなります。したがって、へい死が多い時期を特定することで蓄養海水を冷却

する時期をできるだけ短くし、また冷却水温も必要以上に下げないようにすることで、蓄

養コストを削減することができると考えられます。そこで、蓄養中のアワビのへい死が多

い時期を調査するとともに、蓄養水温とへい死発生の関係を検討しましたので、その結果

の概要を報告します。 

 

１．蓄養中のアワビのへい死が発生する時期 

 蓄養中のアワビのへい死が多い時期を調査するためには、数ヶ月に及ぶ漁期で水揚され

るアワビを頻繁に購入し、水揚された日ごとに区別して蓄養する必要があります。しかし、

アワビは高価な水産物であることから、多くのアワビを購入するための予算の調達は困難

です。そこで、三重県栽培漁業センターが採卵用に購入し、自然水温で蓄養しているメガ

イアワビのへい死状況のデータを活用させてもらい、メガイアワビのへい死が多い時期を

調べることとしました。図 2 に、メガイアワビが漁獲された日と、その後の 2 週間におけ

 研究成果情報

図 1. 海女漁業の重要な漁獲対象のアワビ  
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